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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第24期中より固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成15年 
２月21日 
至平成15年 
８月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成16年 
８月20日 

自平成17年 
２月21日 
至平成17年 
８月20日 

自平成15年 
２月21日 
至平成16年 
２月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成17年 
２月20日 

売上高（百万円） 84,010 83,539 85,242 167,406 169,532 

経常利益（百万円） 1,318 1,979 3,058 3,003 4,934 

中間(当期)純利益（百万円） 454 591 102 1,203 1,882 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 1,667 1,667 1,667 1,667 1,667 

発行済株式総数（株） 26,192,409 26,192,409 26,192,409 26,192,409 26,192,409 

純資産額（百万円） 20,376 22,417 23,633 21,787 24,054 

総資産額（百万円） 53,676 55,899 58,915 54,861 57,720 

１株当たり純資産額（円） 778.67 856.71 903.64 832.05 917.92 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
17.35 22.60 3.91 45.41 70.55 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額

（円） 
－ － － 普通配当22.00 普通配当25.00 

自己資本比率（％） 38.0 40.1 40.1 39.7 41.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,465 1,732 3,823 3,695 5,863 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,254 △1,313 △887 △3,713 △2,485 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△36 △638 △1,831 △198 △2,601 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（百万円） 
2,946 2,337 4,437 2,555 3,332 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数］（人） 

1,441 

(5,811) 

1,327 

(5,239) 

1,279 

(6,007) 

1,349 

(5,509) 

1,272 

(5,467) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容において、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 上記の従業員数には、親会社からの出向者1名を含んでおります。また契約制社員（契約期間が１年間で月給

制の社員）、キャリア社員（契約期間が１年間で時給制の社員）及びフレックス社員（パートタイマー）が含

まれておりません。なお、契約制社員、キャリア社員及びフレックス社員の期中平均人員はそれぞれ57名、41

名及び5,909名（１日勤務時間８時間換算）であります。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年８月20日現在

従業員数（人） 1,279 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、原油などの素材価格高騰の影響から、企業の景況感は横這いが続いているもの

の、企業収益は底堅く推移しています。また、雇用・所得環境でも改善基調が続いており、概ね緩やかな景気回復

が続いているといえます。 

 しかしながら、われわれ小売業界におきましては、デフレ傾向の継続に加えて、業種・業態を超えた競争の激化

が続いており、依然厳しい環境下にあります。 

 こうした中、当社では今年度のスローガン“ 利は元にあり、「正確な発注」と「基準在庫コントロール」” 

に基づき、お客さま第一の姿勢を忘れることなく、取組を強化しております。 

このため、昨年来最重点課題として取り組んでおります、「基本の徹底」を疎かにすることなく、さらにブラッシ

ュアップさせていくとともに、営業・商品をはじめ各分野の強化に努めております。重点政策といたしましては、

①基本の徹底からさらなるブラッシュアップ、②成長を担う新たな開発戦略の推進、③ローコストオペレーション

の定着と徹底、④ＣＳのさらなる向上、⑤人材育成の強化、等への取組により経営基盤の確立に努めてまいりまし

た。 

  

 重点政策のうち、先ず「基本の徹底からさらなるブラッシュアップ」では、従来の基本の徹底に加えまして、今

年度は本来の営業力と商品力の強化に努めております。このため、今年度よりスーパーバイザー制を導入いたして

おります。これは、各事業部の組織下に専任のスーパーバイザーを配することにより、エリア別マーチャンダイジ

ングの強化とともに、本部と店舗とのコーディネーターとしての役割を担うものですが、その効果は着実に現れて

おります。こうした取組に加えまして、技術検定制度の強化による品質、鮮度、品揃えの向上に取り組んだことに

より、売上高は業績予想通りに推移し前年同期比102.0％に、特に生鮮３部門では前年同期比102.6％となりまし

た。 

 利益面では引き続き、バイヤーの商品調達ルートと仕入先の変更改革をはじめ、イオン各社との共同仕入、Ｂ２

Ｂによる原価改定、またイオンのプライベート・ブランド「トップバリュ」商品の販売を強化等により、売上総利

益率では、前中間期の23.0％から24.3％へと大きく改善することが出来ました。 

  

 次に「成長を担う新たな開発戦略の推進」では、今後３年間で40店舗の出店と20店舗のスクラップを行い、事業

構造の変革を推進することを柱としております。具体的には、瀬戸内沿岸部を中心とした従来の出店エリアの強化

に加えて、これまで希薄であったエリアへの出店に取り組んでおります。また、平成17年４月には当社にとって阪

神地区への第1号店となる、西宮浜町店を出店いたしました。今後はさらにこの重点エリアへの出店を強化してま

いります。一方、今後のＮＳＣ中心の出店を拡大させていく上で重要となります、テナントリーシングにつきまし

ては、平成17年度にＳＣ事業部を新設して、体制面からの強化を図っております。これにより、戦略的且つ計画的

なリーシングに基づく、各地域・立地・商圏に応じた新規テナントの積極的な開拓に取り組んでおります。    

  

 「ローコストオペレーションの定着と徹底」におきましては、お客さまのニーズへの対応と在庫削減への本格的

な取組に着手いたしました。先ずバック在庫ゼロへ向けた取組では、生鮮部門における週間棚卸の確実な実施をは

じめ、バック在庫商品は原則として夕方までに全て売場へ陳列するための勤務体制、配送体制、オペレーションの

整備に努めてまいりました。この結果、商品売価在庫高は前年同期比94.1％、既存店ベースでは93.1％へと大きく

削減できました。一方、お客さまのニーズに対応するため、全般的な品揃えの見直し、及び最も来店客数の多くな

る「夕方」以降の品揃えの見直しに取り組みました。具体的には、「出来たて、作りたて、揚げたて」商品をより

多く提供できるよう、各店にて定着しつつある「５時の市」を中心とした、体制面の整備に重点的に取り組みまし

た。 

 販売費及び一般管理費におきましては、項目ごとの細かなレベルにて、仕様、契約条件及び単価の見直しを実施

いたしました。また、電子商談をはじめとした、イオングループ共同でのスケールメリットを活かした需要集約に

より、直接資材（商品等）及び間接資材（備品資材等）におけるコスト削減が順調に進んだ結果、当中間期での販

売費及び一般管理費は既存店ベースで前年同期比97.8％となりました。 

  

 また、「ＣＳのさらなる向上」につきましては、これまで取り組んでおりました「親切な応対」をさらに高めて

いき、従来のＣＳ、つまりCustomer’s  Satisfaction（カスタマーズ・サティスファクション＝「顧客満足」）

から、さらに「ＣＤ」、つまりCustomer’s  Delight（カスタマーズ・ディライト＝「顧客感動」）への進化を目

指して取り組んでおります。お客さまに対する予想を超えた親切による、お客さまの「感動」が得られる域まで、

従業員のお客さま第一の姿勢を高めていくことを目標としております。具体的には、既に取組が定着している、

「あいさつピラミッド」「スマイルリーダーキャンペーン」「ハッピーレター制度」などについて、さらに取組を



広めていき、併せて個々の「中味」を高めていくことで、質・量両面からの充実を図っております。現在では629

名がスマイルリーダーとして認定され、サービスレベルの向上に努めております。これらの取組の結果、お客さま

からの信頼が次第に得られるようになり、来店客数は前年同期比106.3％へと増加いたしました。 

  

 「人材育成の強化」におきましては、引き続き「小売業は人間産業」「教育と訓練こそ最大の福祉」の理念のも

とに、重点政策の柱として取り組んでおります。人材育成では、技術検定制度の定着とさらなる拡大に取り組んで

おり、当中間期末の技術検定取得者数は計10,817名に達しております。これにより従業員のほぼ全員が何れかの検

定を取得したことになります。また、重点的に取り組んでおります、フレックス社員（パートタイマー）の戦力化

につきましては、前年度より制度化いたしました「フレックスチーフ」制度の拡充に取り組みました。この結果、

社員に代わる部門の責任者である「フレックスチーフ」は、当中間期では107名を登用認定しており、累計人数で

は250名となりました。一方、今年度より制度化いたしました、パート・アルバイト社員から正社員への登用制

度、「マックスドリーム制度」を開始しています。これは、パート・アルバイト社員の中で、一定の資格要件を充

たしており、勤務態度・成績の優れた人材であって、正社員を希望する者に対して、選抜試験による選考・登用を

行うもので、当中間期末現在では２回の選抜を経て、計８名が正社員に登用され、即戦力として各部署で活躍して

います。 

  

 以上の取組の結果、 

   売上高      852億42百万円（前年同期比 102.0％） 

   経常利益     30億58百万円（前年同期比 154.5％） 

   中間純利益     1億02百万円（前年同期比  17.3％） 

と増収増益を果たすことができました。特に営業利益及び経常利益は大幅に増益させることができ、過去最高益と

なりました。尚、当中間期では減損会計を早期適用したことにより、中間純利益は前中間期より減益となりまし

た。 

部門別の業績は次の通りであります。 

[食品部門] 

 重点的に取り組んでおります生鮮部門につきましては、前述いたしましたスーパーバイザー制の導入による、

商・販一体となった取組を推進してまいりました。さらに地区バイヤー体制によるエリア別マーチャンダイジン

グ、市場ルートの改革、産直仕入の強化に努めてまいりました。この結果、生鮮３部門における売上高は前年同期

比102.6％、惣菜部門を含めた生鮮４部門では前年同期比103.1％となりました。 

また、酒類部門では、平成15年度下期からの酒類免許原則自由化への移行に伴い、取扱店舗数が前中間期末の105

店舗から121店舗へと増加いたしました。この結果、売上高は53億98百万円（前年同期比111.7％）へと大きく増加

いたしました。これらにより、食品部門の売上高は779億32百万円（前年同期比102.6％）となりました。 

[非食品部門］ 

 当中間期は、ディスカウント業態のさらなるブラッシュアップを図るため、ザ・ビッグ店舗への業態転換を２店

舗と、１店舗の活性化を実施いたしました。これにより、化粧、薬品、園芸、ペットの売上高が増加いたしまし

た。しかし、構成比の高い日用雑貨、家電、衣料品等の不振により、非食品部門の売上高は、73億09百万円（前年

同期比96.1％）となりました。 

[その他部門］ 

 不動産賃貸収入及び販売受入手数料では新店テナント数の増加などにより、16億18百万円（前年同期比

107.6％）となりました。  



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間期末の資金残高は前期末に比べ11億04百万円増加し、44億37百万円（前年同期比21億円増）となりまし

た。これは増収増益により、営業活動によるキャッシュ・フローが増加したことによるものであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は38億23百万円（前年同期比20億90百万円増）となりました。これは主に減損会計

の早期適用により減損損失を計上し、税引前中間純利益は減少したものの、減損損失等非資金項目を調整後の利益

が大きく増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は8億87百万円（前年同期比4億25百万円減）となりました。これは主に新店及び改

装店舗における固定資産の取得がありましたが、設備支払手形及び設備未払金が増加したこと、並びにＳＣ（ショ

ッピングセンター）出店による預り保証金の預りによる収入が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は18億31百万円（前年同期比11億92百万円増）となりました。これは主に借入を抑

制したことによるものであります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）商品部門別売上高 

 当中間会計期間の売上高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）地域別売上高の状況 

 当中間会計期間の売上高を販売地域別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品部門別 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

加工食品 20,571 24.1 100.8 

酒類 5,398 6.3 111.7 

日配食品 8,123 9.5 100.6 

乳製品・冷蔵飲料 6,244 7.3 104.3 

冷凍食品 2,968 3.5 101.1 

寿司・惣菜・弁当 6,446 7.6 105.0 

パン・生菓子 4,368 5.1 100.5 

農産品 9,587 11.3 102.4 

水産品 7,611 8.9 102.8 

畜産品 6,613 7.8 102.7 

食品部門計 77,932 91.4 102.6 

日用雑貨 3,679 4.3 95.3 

化粧・薬品 752 0.9 110.2 

家電 848 1.0 82.9 

スポーツ・園芸・ペット等 655 0.8 100.5 

衣料品 1,243 1.5 95.0 

その他非食品 130 0.1 180.5 

非食品部門計 7,309 8.6 96.1 

合計 85,242 100.0 102.0 

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

兵庫県 43,159 50.6 100.3 

岡山県 6,123 7.2 107.0 

広島県 18,659 21.9 100.6 

山口県 17,299 20.3 106.3 

合計 85,242 100.0 102.0 



(3）商品部門別仕入高 

 当中間会計期間の仕入高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

商品部門別 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

加工食品 16,491 25.6 98.2 

酒類 4,580 7.1 107.5 

日配食品 5,412 8.4 98.3 

乳製品・冷蔵飲料 4,828 7.5 101.8 

冷凍食品 2,117 3.3 96.4 

寿司・惣菜・弁当 3,894 6.0 98.6 

パン・生菓子 3,129 4.9 97.8 

農産品 7,636 11.9 99.5 

水産品 5,909 9.2 99.3 

畜産品 4,863 7.5 99.1 

食品部門計 58,863 91.4 99.5 

日用雑貨 2,734 4.2 92.9 

化粧・薬品 616 0.9 97.8 

家電 741 1.2 74.8 

スポーツ・園芸・ペット等 493 0.8 86.5 

衣料品 829 1.3 88.6 

その他非食品 103 0.2 160.9 

非食品部門計 5,519 8.6 90.0 

合計 64,383 100.0 98.6 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間中において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備拡充について完成したもの及び当中間会計

期間中に計画し完成したものは、次のとおりであります。 

(2)当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （注） １．今後の所要資金15億35百万円は、自己資金にて賄う予定であります。 

     ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 
直営売場面積
（㎡） 

総 投 資 額
（百万円） 

完 成 年 月 
（平成年月） 

備考 

マックスバリュ西宮浜

町店 
兵庫県西宮市  1,954 334  17年４月  新設 

ザ・ビッグ大門店  広島県福山市  2,001 23  17年５月  増床改装  

マックスバリュ山田

店  
山口県下松市  1,932 625  17年６月  新設 

マックスバリュ長府

店  
山口県下関市  1,964 662  17年６月  新設 

ザ・ビッグ新市店  広島県福山市  2,005 12  17年７月  増床改装 

マックスバリュ西条西

店  
広島県東広島市  1,963 444  17年８月  新設 

合計   11,819 2,101     

事業所名 所在地 
売場面積 
（㎡） 

総 投 資
予 定 額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

今 後 の
所要資金 
（百万円）

着 工 年 月
(平成年月)

完 成 予 定
年       月 
(平成年月) 

備考 

マックスバリ

ュ上郡南店  

兵庫県赤穂郡

上郡町  
1,990 646 14 632  17年10月  18年３月  新設 

マックスバリ

ュ武庫川店  
兵庫県西宮市  2,000 147 － 147  18年５月  18年11月  新設 

マックスバリ

ュ大久保南店  
兵庫県明石市 2,008 756 － 756  18年５月  18年12月  新設 

合計   5,998 1,549 14 1,535       



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減じる。」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月18日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,192,409 26,192,409 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 26,192,409 26,192,409 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年２月21日～

平成17年８月20日 
－ 26,192,409 － 1,667 － 4,641 

  平成17年８月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 14,788 56.46 

丸魚水産株式会社 兵庫県姫路市延末295番地 733 2.80 

新光商事株式会社 山口県周南市大河内518番地５ 634 2.42 

宮本一男 山口県光市浅江２丁目５番地７ 529 2.02 

山本哲夫 山口県光市虹ケ浜３丁目２番９－603 517 1.98 

株式会社みやもと 山口県光市浅江２丁目５番地７ 509 1.95 

マックスバリュ西日本社員持

株会 
兵庫県姫路市北条口４丁目４番地 504 1.92 

マックスバリュ東北株式会社 秋田県秋田市土崎港北１丁目６番地25 415 1.59 

株式会社コックス 東京都江東区新大橋１丁目８番11号 389 1.48 

加藤産業株式会社 兵庫県西宮市松原町９番20号 323 1.24 

計 － 19,345 73.86 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,300株（議決権の数113個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は自己名義となっているが、実質的には所有していない株式数が100株（議決権の数

１個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれ

ております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、上記の当該中間会計

期間における月別最高・最低株価は、毎月１日から月末までのものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年８月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式) 

普通株式    38,900 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,104,100 261,041 － 

単元未満株式 普通株式     49,409 － － 

発行済株式総数    26,192,409 － － 

総株主の議決権 － 261,041 － 

  平成17年８月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(自己保有株式) 

マックスバリュ西

日本株式会社 

兵庫県姫路市北条

口４丁目４番地 
38,900 － 38,900 0.15 

計 － 38,900 － 38,900 0.15 

月別 平成17年３月 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 

最高（円） 1,150 1,210 1,230 1,254 1,300 1,305 

最低（円） 1,125 1,130 1,200 1,206 1,248 1,250 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成16年２月21日から平成16年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年２月21日から平成16年８月20日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 
(平成17年８月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,337   4,437 3,332   

２．売掛金   203   237 207   

３．たな卸資産   4,909   4,621 4,804   

４．未収入金   －   4,077 3,124   

５．その他   3,114   958 952   

流動資産合計     10,565 18.9 14,332 24.3   12,421 21.5

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物 ※２ 14,543   14,327 14,300   

２．構築物   3,452   3,528 3,365   

３．器具備品   1,401   1,293 1,364   

４．土地 ※２ 9,655   8,407 9,591   

５．その他   51   92 89   

計   29,104   27,649 28,711   

(2）無形固定資産   253   176 211   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   8,719   9,526 9,274   

２．差入保証金   6,216   6,050 5,990   

３．その他   1,440   1,528 1,477   

  貸倒引当金   △400   △347 △367   

計   15,976   16,757 16,376   

固定資産合計     45,333 81.1 44,583 75.7   45,299 78.5

資産合計     55,899 100.0 58,915 100.0   57,720 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 
(平成17年８月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   201   34 38   

２．買掛金   14,499   17,340 16,096   

３．短期借入金   4,800   3,300 3,350   

４．一年以内返済予
定長期借入金 

  1,624   24 1,124   

５．未払法人税等   364   1,257 911   

６．賞与引当金   331   314 327   

７．設備支払手形   1,380   1,762 1,193   

８．その他   4,113   5,143 4,129   

流動負債合計     27,316 48.9 29,176 49.5   27,171 47.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,794   1,770 1,782   

２．退職給付引当金   74   297 182   

３．役員退職慰労引
当金 

  91   67 102   

４．預り保証金   2,451   2,682 2,478   

５．その他   1,753   1,288 1,947   

固定負債合計     6,165 11.0 6,106 10.4   6,494 11.2

負債合計     33,481 59.9 35,282 59.9   33,666 58.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,667 3.0 1,667 2.8   1,667 2.9

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   4,641   4,641 4,641   

資本剰余金合計     4,641 8.3 4,641 7.9   4,641 8.0

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   371   371 371   

２．任意積立金   10,628   11,721 10,628   

３．中間（当期）未
処分利益 

  1,243   852 2,533   

利益剰余金合計     12,242 21.9 12,945 22.0   13,533 23.5

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    3,896 7.0 4,425 7.5   4,243 7.4

Ⅴ 自己株式     △29 △0.1 △46 △0.1   △30 △0.1

資本合計     22,417 40.1 23,633 40.1   24,054 41.7

負債及び資本合計     55,899 100.0 58,915 100.0   57,720 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     83,539 100.0 85,242 100.0   169,532 100.0 

Ⅱ 売上原価     64,356 77.0 64,494 75.7   129,690 76.5

売上総利益     19,182 23.0 20,748 24.3   39,841 23.5

Ⅲ その他の営業収入     1,503 1.8 1,618 1.9   3,134 1.8

営業総利益     20,686 24.8 22,366 26.2   42,976 25.3

Ⅳ 販売費及び一般管
理費 

※１   18,803 22.5 19,501 22.8   38,220 22.5

営業利益     1,882 2.3 2,864 3.4   4,755 2.8

Ⅴ 営業外収益 ※２   140 0.2 240 0.3   270 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※３   44 0.1 46 0.1   91 0.1

経常利益     1,979 2.4 3,058 3.6   4,934 2.9

Ⅶ 特別利益     9 0.0 18 0.0   85 0.1

Ⅷ 特別損失 
 ※    
 ４.５ 

  824 1.0 2,347 2.7   1,471 0.9

税引前中間(当期)
純利益 

    1,164 1.4 729 0.9   3,547 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  367   1,297 1,628   

法人税等調整額   205 572 0.7 △670 627 0.8 36 1,665 1.0

中間（当期）純利
益 

    591 0.7 102 0.1   1,882 1.1

前期繰越利益     651 749   651 

中間(当期)未処分
利益 

    1,243 852   2,533 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益 

  1,164 729 3,547

減価償却費   1,253 1,181 2,488

減損損失   － 1,995 －

退職給付引当金の増
加額 

  64 114 173

役員退職慰労引当金
の増減額 

  △6 △35 3

賞与引当金の増減額   37 △13 32

貸倒引当金の増減額   － △19 19

受取利息及び受取配
当金 

  △61 △64 △96

支払利息   28 21 54

投資有価証券売却損
益 

  － 8 △21

固定資産除売却損   249 129 562

退職給付制度改定に
伴う損失 

  384 － 384

売上債権の増加額   △17 △30 △26

たな卸資産の増減額   △57 183 47

仕入債務の増加額   1,017 1,239 2,450

未払金の増加額   108 156 280

役員賞与の支払額   △15 △36 △15

その他   △171 △830 △1,073

小計   3,977 4,731 8,812

利息及び配当金の受
取額 

  61 64 96

利息の支払額   △28 △21 △53

確定拠出年金制度へ
の移行等に伴う支払
額 

  △1,365 － △1,365

法人税等の支払額   △912 △951 △1,627

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,732 3,823 5,863

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,433 △1,217 △2,851

差入保証金の差入に
よる支出 

  △115 △236 △379

差入保証金の返還に
よる収入 

  194 182 625

預り保証金の返還に
よる支出 

  △89 △119 △182

預り保証金の預りに
よる収入 

  86 322 207

その他   44 179 95

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,313 △887 △2,485

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減   △50 △50 △1,500

長期借入金の返済に
よる支出 

  △12 △1,112 △524

配当金の支払額   △575 △653 △576

その他   △0 △15 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △638 △1,831 △2,601

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △218 1,104 776

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,555 3,332 2,555

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 2,337 4,437 3,332

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

   時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 「企業会計原則と関係諸法

令との調整に関する連続意見

書」第四に定める売価還元平

均原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 経済的耐用年数に基づく定額

法を採用しております。 

 各資産別の経済的耐用年数と

して以下の年数を採用しており

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 

（営業店舗） 

20年 

    

  （建物附属設備） 

３年～18年 

    

  構築物 

３年～20年 

    

  器具備品 

２年～20年 

    

  (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 契約期間等に応じた均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等の特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備

え、支給見込額のうち当期に負

担する金額を計上しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。なお、数理

計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することにして

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、数

理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することに

しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

え、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取引日から３

ケ月以内に償還期限が到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。 

同左 同左 

    

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）が平成16年３月31日以

降に終了する事業年度に係る財務諸

表から適用できることとなったこと

に伴い、当中間期から同会計基準及

び同適用指針を適用しています。 

 これにより従来と比較して営業利

益、経常利益はそれぞれ94百万円増

加し、税引前中間純利益が1,900百万

円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき、当該各資産の金額から直接

控除しております。 

────── 



表示方法の変更  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

────── （未収入金） 

 前中間期末まで流動資産の「その

他」に含めて表示していた「未収入

金」は資産の総額の100分の5を超え

ることとなったため、区分掲記する

ことに変更いたしました。 

 なお、前中間期末の「未収入金」

の金額は2,251百万円であります。 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

────── （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間期から実務対応報

告第12号「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成16年２月13日）

に基づき、法人事業税のうち付加価

値割及び資本割59百万円を販売費及

び一般管理費に計上しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

前事業年度末 
（平成17年２月20日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 
21,110百万円       22,852百万円       21,635百万円 

※２．担保提供資産       

  建物 

  土地 

  計 

  705百万円

  2,570百万円

  3,276百万円

    402百万円

       2,570百万円

       2,973百万円

     673百万円

       2,570百万円

       3,244百万円

上記に対応する債務       

  短期借入金 

  長期借入金 

(一年以内返済予定

分を含む) 

  計 

  800百万円

  218百万円

  1,018百万円

     800百万円

     194百万円

       994百万円

     800百万円

     206百万円

       1,006百万円



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

※１．減価償却実施額       

有形固定資産 1,081百万円      1,044百万円      2,185百万円 

無形固定資産 21百万円   42百万円    95百万円 

※２．営業外収益の 

   主要項目 

      

受取利息 1百万円  1百万円  3百万円 

受取配当金 59百万円   63百万円   93百万円 

買掛債務勘定整理益 34百万円   95百万円   69百万円 

※３．営業外費用の 

   主要項目 

      

支払利息 28百万円  21百万円   54百万円 

※４．特別損失の主要項目       

   固定資産除売却損 店舗改装・閉鎖等による固定資

産除却損 

店舗改装・閉鎖等による固定資産除却

損 

店舗改装・閉鎖等による固定資産

除却損 

  建物         197百万円 建物               63百万円 建物         414百万円 

  構築物         28百万円 構築物              1百万円 構築物         47百万円 

  器具備品        23百万円 器具備品           18百万円 器具備品        80百万円 

      その他         9百万円 

    固定資産売却損45百万円は、広島市

安佐北区等の土地を売却したことによ

るものであります。 

 固定資産売却損10百万円は、山

口県光市の土地を売却したことに

よるものであります。 

減損損失              －百万円           1,995百万円              －百万円 

店舗閉店損失等              －百万円             －百万円            390百万円 

貸倒引当金繰入額             52百万円              －百万円             19百万円 

退職給付制度の改定

に伴う損失 

           384百万円              －百万円            384百万円 

 （退職給付制度の改定に伴う損

失は、厚生年金基金から企業年

金基金へ制度を移行した後、企

業年金基金の積立金の一部を確

定拠出年金制度に移換したこと

等に伴い発生した損失でありま

す。） 

  （退職給付制度の改定に伴う損失

は、厚生年金基金から企業年金基

金へ制度を移行した後、企業年金

基金の積立金の一部を確定拠出年

金制度に移換したこと等に伴い発

生した損失であります。） 

※５．減損損失   

 ―――― 

  当中間期において以下の資産グルー

プについて減損損失1,995百万円を計上

しております。 

  

 ―――― 

  

   (1)減損損失を認識した資産グループの

概要  

            （単位：百万円) 

地域 用途 種類 件数 金額

兵庫県 
店舗 

その他 

土地及び

建物等 
9 1,481

その他 
店舗 

その他 

土地及び

建物等 
6 514

 合計 15 1,995

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

   

――――  

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスまたは継続してマイナスとな

る見込みである資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

   

――――  

   (3)減損損失の金額  

           （単位：百万円） 

種類 金額 

建物 694

土地 981

 リース資産 200

 その他 119

 合計 1,995

  

   (4)資産のグルーピングの方法 

 当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、主として店舗を

基本単位としてグルーピングしており

ます。 

  

   (5)回収可能価額の算定方法 

 資産グループの回収可能価額は正味

売却可能価額または使用価値により測

定しております。正味売却可能価額

は、土地については固定資産税評価額

をもとに算定した金額により算定して

おり、使用価値については将来キャッ

シュ・フローを2.1％で割り引いて算定

しております。 

  



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

          (平成16年８月20日現在) 

現金及び預金中間期

末残高 
2,337百万円

現金及び現金同等物

の中間期末残高 
2,337百万円

          (平成17年８月20日現在)

現金及び預金中間期

末残高 
     4,437百万円

現金及び現金同等物

の中間期末残高 
     4,437百万円

          (平成17年２月20日現在)

現金及び預金期末残

高 
     3,332百万円

現金及び現金同等物

の期末残高 
     3,332百万円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

      

(1）リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び中間期末（期末）残高

相当額 

  

取得
価額
相当
額 
(百万円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物 390 180 209

器具
備品 

6,024 3,277 2,747

合計 6,414 3,458 2,956

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物 390 203 － 186

器具
備品 

5,803 3,560 200 2,042

合計 6,193 3,764 200 2,229

  

取得
価額
相当
額 
(百万円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物 390 192 198

器具
備品 

6,165 3,539 2,625

合計 6,555 3,731 2,823

(2）未経過リース料中間期末

（期末）残高相当額 

１年内 1,255百万円

１年超 1,625百万円

 計 2,880百万円

１年内    1,087百万円

１年超    1,363百万円

 計    2,451百万円

１年内    1,213百万円

１年超    1,512百万円

 計   2,725百万円

リース資産減損勘定の

残高 

－百万円                         159百万円 －百万円

(3）支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

      

支払リース料 684百万円    727百万円      1,398百万円 

リース資産減損勘定の

取崩額 

－百万円    40百万円      －百万円 

減価償却費相当額 649百万円    661百万円      1,338百万円 

支払利息相当額 33百万円   26百万円   63百万円 

減損損失 －百万円   200百万円   －百万円 

(4）減価償却費相当額の算定

方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引（賃借物件） 

      

未経過リース料 １年内 162百万円

１年超 1,345百万円

 計 1,507百万円

１年内    162百万円

１年超    1,183百万円

 計    1,345百万円

１年内    162百万円

１年超    1,264百万円

 計    1,426百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年８月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年８月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,851 8,389 6,537 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,851 8,389 6,537 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   
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  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,865 9,290 7,425 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,865 9,290 7,425 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 235 



前事業年度末（平成17年２月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 当社は関連会社がないので、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,867 8,986 7,119 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,867 8,986 7,119 

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 287 



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

１株当たり純資産額 

856円71銭 

１株当たり純資産額 

   903円64銭 

１株当たり純資産額 

   917円92銭 

１株当たり中間純利益金額 

22円60銭 

１株当たり中間純利益金額 

  3円91銭 

１株当たり当期純利益金額 

  70円55銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

     



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日)

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日)

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日)

中間(当期)純利益（百万円） 591 102 1,882 

普通株式に帰属しない金額（百万円） － － 36 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (36) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
591 102 1,846 

期中平均株式数（千株） 26,167 26,157 26,166 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及び添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成16年２月21日 至 平成17年２月20日）平成17年５月18日近畿財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月７日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月１日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月６日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月３日 近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

        

      平成16年11月15日 

        

  

マックスバリュ西日本株式会社 

 

取締役会 御中 

  

  監査法人 トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 石 田   昭 

  関与社員   公認会計士 尾 仲 伸 之  

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているマッ

クスバリュ西日本株式会社の平成１６年２月２１日から平成１７年２月２０日までの第２３期事業年度の中間会計期間

（平成１６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マックスバリュ西日本株式会社の平成１６年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                  以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

        

      平成17年11月11日 

        

  

マックスバリュ西日本株式会社 

 

取締役会 御中 

  

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石 田   昭 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾 仲 伸 之  

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているマッ

クスバリュ西日本株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの第２４期事業年度の中間会計期間

（平成１７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マックスバリュ西日本株式会社の平成１７年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年２月２１日から平成１７年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会

計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                  以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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